
第
３
の
柱　

定
員
管
理
お
よ
び
給
与
の
適
正
化

取
り
組
み　

　

退
職
奨
励
や
希
望
降
任
制
度
を
創

設
。
多
い
と
さ
れ
て
き
た
正
職
員
、
臨

時
職
員
を
毎
年
減
ら
し
、
新
規
採
用
職

員
も
控
え
て
い
る
。
ま
た
、
給
与
体
系

の
見
直
し
や
各
種
手
当
も
廃
止
し
た
。

結
果

○
目
標
を
上
回
る
削
減
率
を
達
成

第
５
の
柱

地
域
自
治
シ
ス
テ
ム
の
確
立

取
り
組
み　

　

自
主
防
災
組
織
結
成
を
推
進
し
、
小

規
模
自
治
会
、
自
治
区
の
統
廃
合
に
つ

い
て
協
議
し
た
。

　

ま
た
、
地
域
づ
く
り
担
当
職
員
の
研

修
や
地
域
づ
く
り
計
画
書
の
見
直
し

を
行
い
、
交
流
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ

ネ
ス
の
モ
デ
ル
づ
く
り
に
も
力
を
入
れ

た
。

結
果

○
自
主
防
災
組
織
結
成
率

　

92
．
７
㌫
（
21
年
４
月
現
在
）

○
19
年
４
月
、
長
田
第
１
区
と
第
２
区

　

が
統
合
。
21
年
４
月
、
臼
杵
第
１
区

　

と
第
２
区
が
統
合

○
21
年
２
月
、そ
ば
処
石
畳
む
ら
の
オ
ー

　

プ
ン

○
21
年
４
月
、
立
石
尾
首
地
区
の
さ
く

　

ら
ま
つ
り
を
パ
ッ
ク
旅
行
と
し
て
商

　

品
化　
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行
政
改
革
の
進
捗
状
況

　

内
子
町
で
は
、
合
併
の
メ
リ
ッ
ト
を
生
か
し
な
が
ら
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
行
財
政
運
営
を
目
指
す
た
め
に
平
成
18
年
３
月
、「
行
政
改
革
大

綱
」
と
「
集
中
改
革
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
５
つ
の
柱
で
構
成
さ
れ
て
お
り
、
数
値
目
標
を
定
め
、
22
年
３
月
末
ま
で
取
り

組
ん
で
い
る
も
の
で
す
。
計
画
期
間
（
17
年
～
21
年
度
）
が
残
り
１
年
と
な
っ
た
現
在
の
状
況
を
３
月
19
日
、
内
子
町
行
政
改
革
推
進
委
員

会
（
門
田
秀ひ

で

夫お

会
長
）
に
報
告
し
、
適
正
に
推
進
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

行
政
改
革
推
進
委
員
会
の
意
見

　

希
望
降
任
制
度
は
マ
イ
ナ
ス
に

働
い
て
な
い
か
。

→
希
望
降
任
や
早
期
退
職
は
本
人

の
希
望
あ
っ
て
の
も
の
で
あ
り
、

弊
害
は
な
い
と
考
え
て
い
る
。

行
政
改
革
推
進
委
員
会
の
意
見

　

役
場
職
員
が
い
な
い
小
規
模
自

治
会
は
ど
う
地
域
づ
く
り
を
進
め

れ
ば
い
い
の
か
。
地
域
づ
く
り
補

助
金
の
使
い
方
を
自
治
会
に
任
せ

て
ほ
し
い
。

→
自
治
会
が
ど
ん
な
地
域
を
描
き

た
い
か
が
大
切
。
地
域
づ
く
り
担

当
職
員
や
自
治
セ
ン
タ
ー
と
連
携

し
て
ほ
し
い
。
自
主
性
を
尊
重
す

る
仕
組
み
も
検
討
し
て
い
る
。

行
政
改
革
推
進
委
員
会
の
意
見

　

学
校
の
統
廃
合
は
地
域
の
理
解

を
得
な
が
ら
慎
重
に
進
め
て
ほ
し

い
。
な
お
、
指
定
管
理
者
制
度
の

評
価
方
法
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の

か
。

→「
内
子
町
教
育
改
革
懇
談
会
」

で
協
議
し
て
い
く
。
公
の
施
設
の

指
定
管
理
者
選
定
委
員
会（
山
田

博ひ
ろ

文ふ
み

委
員
長
）
で
は
、
内
容
的
に

は
充
実
し
て
い
る
と
い
う
意
見
が

出
さ
れ
て
い
る
。
今
後
、
評
価
の

一
元
化
も
提
示
し
て
い
き
た
い
。

Ｈ 17,10
現在

Ｈ 21,1
現在 増減

指定管理者
制度導入 53 173 120

委託実施
施設 122 109 △13

直接管理
施設 200 87 △113

廃止施設 － 7 7

第
１
の
柱

事
務・事
業
の
見
直
し

取
り
組
み

　

事
務
事
業
評
価
シ
ー
ト
に
よ
る
評

価
、
分
担
金
と
補
助
金
の
見
直
し
を

行
っ
た
。

結
果

○
物
件
費
＝
省
エ
ネ
・
省
資
源
を
推
進

　

す
る
エ
コ
オ
フ
ィ
ス
の
取
り
組
み
や

　

複
数
施
設
で
各
種
委
託
を
一
括
契
約

　

し
た
成
果
に
よ
り
減
少

○
維
持
補
修
費
＝
地
震
な
ど
に
備
え
て

　

学
校
の
耐
震
化
を
進
め
て
お
り
、
こ

　

れ
以
上
の
削
減
は
困
難
。
今
後
は
増

　

加
見
込
み

○
補
助
費
な
ど
＝
今
後
は
後
期
高
齢
者

　

医
療
制
度
に
伴
う
負
担
金
に
よ
り
増

　

加
見
込
み

○
投
資
的
経
費
＝
大
き
な
災
害
も
な
く

　

18
年
度
ま
で
は
国
・
県
の
補
助
金
の

　

減
少
に
よ
り
事
業
費
が
減
少
し
た
た

　

め
、
大
き
く
削
減
。
19
年
度
は
内
子

　

中
学
校
改
築
事
業
に
よ
り
大
幅
増
加

第
２
の
柱

民
間
委
託
な
ど
の
推
進

取
り
組
み　

　

公
の
施
設
を
次
の
視
点
か
ら
検
証
し

た
。　

①
民
間
委
託
に
適
し
て
い
る
か

②
住
民
サ
ー
ビ
ス
が
向
上
す
る
か

③
一
部
事
務
組
合
の
合
理
化

　

そ
し
て
、
可
能
な
施
設
を
次
の
と
お

り
順
次
移
行
さ
せ
て
い
る
。　

1
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入

2
施
設
の
廃
止

3
町
の
直
営
管
理

結
果　

○
21
年
4
月
、
内
子
保
育
園
・
く
る
み

　

保
育
園
を
社
会
福
祉
協
議
会
へ
業
務

　

移
管
。
御
祓
幼
稚
園
お
よ
び
田
渡
幼

　

稚
園
を
閉
園
し
、
そ
れ
ぞ
れ
五
十
崎

　

幼
稚
園
、
小
田
幼
稚
園
へ
統
合

○
22
年
4
月
か
ら
程
内
小
学
校
を
大
瀬

　

小
学
校
へ
統
合
予
定

第
４
の
柱

外
郭
団
体
な
ど
の
見
直
し

取
り
組
み　

　

上
水
道
事
業
は
18
年
度
に
料
金
改
定

を
行
い
、
経
営
状
況
は
良
好
。
ま
た
工

業
用
水
事
業
も
20
年
４
月
に
民
間
企
業

に
事
業
譲
渡
を
行
う
。

　

一
方
、
第
３
セ
ク
タ
ー
に
指
定
管
理

者
制
度
を
導
入
し
、
抜
本
的
な
経
営
改

革
を
行
っ
て
い
る
。

結
果

○
㈱
内
子
フ
レ
ッ
シ
ュ
パ
ー
ク
か
ら
り

　
（
第
11
期
）

　

営
業
利
益
３
，
５
８
５
千
円

　

経
常
利
益
７
，
４
６
３
千
円

　

当
期
利
益
５
，
３
６
９
千
円

○
小
田
ま
ち
づ
く
り
㈱（
第
７
期
）

　

営
業
損
失
２
，
９
９
４
千
円

　

経
常
損
失
２
，
９
７
６
千
円

　

当
期
損
失
２
，
３
０
５
千
円

○
㈱
小
田
森
林
ロ
グ
ハ
ウ
ジ
ン
グ

　
（
第
15
期
）

　

営
業
利
益
１
，
１
０
５
千
円

　

経
常
利
益
２
，
２
８
２
千
円

　

当
期
利
益
１
，
４
０
６
千
円

○
㈶
龍
王
開
発
協
会

　

業
務
損
失
２
，
０
４
２
千
円

　

経
常
利
益
３
６
２
千
円

　

当
期
利
益
３
１
７
千
円

  

（
21
年
４
月
か
ら
終
了
の
た
め
の
登
記

　

事
務
手
続
を
開
始
）

内子町における公の施設の管理状況

自治会の自主防災組織の結成率
（４月１日現在）

正職員数の年度別推移
（４月１日現在の見込み）

事務事業の種類
目標増減比率
（目標増減額）

18年度の前年度比
増減率（増減額）

19年度の前年度比
増減率（増減額）

物件費 △ 3％
（△ 4,500 万円））

△ 14.9％
（△ 1 億 7,055 万 2 千円）

△ 10.6％
（△ 1 億 324 万 6 千円）

維持補修費 △ 5％
（△ 300 万円））

△ 21.9％
（△ 1,231 万円）

△ 5.3％
（△ 232 万 8 千円）

補助費など △ 8％
（△ 1 億 2,400 万円））

△ 3.7％
（△ 4,698 万 8 千円）

+1.2％
（+1,441 万 3 千円）

投資的経費 △ 3％
（△ 2 億 2,400 万円））

△ 45.4％
（△ 8 億 4,366 万 1 千円）

+48.2％
（+4 億 8,841 万 1 千円）

集中改革プランに対する成果

全体的には、計画ど
おり推移しており、行
政改革としての成果を
収めているといえま
す。一方で町民の皆さ
んに痛みを強いる面も
あり、十分な説明が必
要だと感じています。
そのために「こういう
部分は我慢をしてほし
い」「この部分は、町民
サービスのために取
り組んだ」ということ
を、事業ごとに具体的
に説明しながら、今後
も行政改革に取り組ん
でいきます。

残り１年となった
行政改革の成果

◉行政改革に関する詳
しい内容は内子町ホー
ムページをご覧くださ
い。
h t t p : / / w w w . t o w n .
uchiko.ehime.jp/
【問】役場  総務課

行政財政班総合調整係
☎（０８９３）
４４－２１１１
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